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戦略的情報通信研究開発推進制度

制度の概要
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制度の概要（１）制度の概要（１）

【目的及び目標】

　情報通信技術の研究開発力の向上や競争的な研究開発環境の形成に
よる研究者のレベルアップ及び世界をリードする知的資産の創出、新たな
情報通信サービス等の創出、および我が国による国際標準化活動への一
層の貢献を図るため、総務省が設定した３つの戦略的な重点目標に沿った
独創性・新規性に富む研究開発を推進するとともに、新規産業の創出や国
際競争力の強化を図る
　

　①　情報通信分野の中でも特に重点的に取り組むべき研究領域における
　　研究開発（特定領域重点型）

　②　若手研究者の人材育成や、研究成果を実用化に結びつける産学官　
　　連携の仕組みづくりといった研究主体の育成に資する研究開発　　　　　
　　（研究主体育成型）

　③　世界をリードする国際標準の獲得を目指すための研究開発　　　　　　
　　（国際技術獲得型）
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制度の概要（２）制度の概要（２）

【制度の特徴】

○　審議会答申等に基づく重点研究領域の設定

　　「情報通信研究開発基本計画」（平成１２年２月　電気通信技術審議会　
　答申）、「我が国の情報通信分野における研究開発体制の在り方について」
　　（平成１４年８月　情報通信審議会答申）等を踏まえ、特に重点的に取り　
　組むべき研究領域を設定

○　公正かつ透明性の確保、評価結果の研究費配分への反映

　・　「科学技術基本計画」等を踏まえた外部専門家による評価

　・　各プログラム毎の特徴に応じた評価項目の設定（評価項目は提案者に
　　対しあらかじめ公開）

　・　評価結果については、これを研究費配分に反映

　・　評価コメント、評価点については評価終了後に提案者に通知
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制度の概要（３）制度の概要（３）

【制度の特徴】

○　評価体制の整備

　　「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「情報通信技術の研究評価　
　の在り方について」（平成１４年３月　情報通信審議会答申）等を踏まえた　
　評価システムを構築　　

　・　高い資質を有したピアレビュー制度の導入

　・　ピアレビューによる評価と、評価委員会による評価で構成される２段階　
　　評価システムを導入

　・　評価業務等の効率化、迅速化を図るため、平成１５年度よりデータベー
　　スシステムを導入（さらに今年度中に電子申請システムの導入を予定）

　・　評価業務に従事する人材として研究経験のある者（プログラムオフィサ　
　　ー）を配置（平成１５年度に専任化を予定）
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制度の概要（４）制度の概要（４）

重点領域重点領域
次世代ネットワーク技術

新機能・極限技術
（量子・ナノ技術等）

次世代ヒューマンインターフェース
（五感情報通信等）

バイオＩＴ
宇宙通信技術

（通信・放送・測位等）

周波数資源開発

【公募分野（プログラムの種類）】

＜特定領域重点型研究開発＞

　　情報通信研究開発基本計画等において、情報通信技術の中で特に重点　
　的に取り組むべきとされている研究領域を踏まえて総務省が設定した特定　
　領域の研究開発課題
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制度の概要（５）制度の概要（５）

【公募分野（プログラムの種類）】

＜研究主体育成型研究開発＞

　　情報通信研究開発基本計画において、高度情報通信社会の構築に向け

　て社会的要請度が高く、急速な技術革新に対応する上で、特に緊急性及び
　重要性が高い重点研究開発プロジェクトとして選定された研究領域分野の　
研究開発課題　　（※　具体的な研究領域は資料１－２に記載）

①若手研究者向け ②産学（官）の研究共同体向け

研究共同体研究共同体

民間企業 大学等

国や地方自治体等の研究機関
若手研究者
　（個人）

若手研究者
（グループ）

又は
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制度の概要（６）制度の概要（６）

【公募分野（プログラムの種類）】

＜国際技術獲得型研究開発＞

　　ＩＴＵ（国際電気通信連合）等における国際標準化活動に貢献（開発したプロ
　トコル等の国際標準化機関への提案等）することを前提とした研究開発課題

国際標準化へ デファクトスタンダードへ

国際標準化機関（ＩＴＵ等） 標準化フォーラム（ＩＥＴＦ、Ｗ３Ｃ等）

・民間企業
・大学
・公的研究機関等

研究開発成果

・研究成果を標準提案
・標準化活動への参画

採択の条件
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制度の概要（７）制度の概要（７）

【公募対象者】

　　大学、民間企業、独立行政法人等の研究機関に所属し、当該
　機関において研究開発を行うことのできる個人又はグループ

　※　研究主体育成型研究開発の場合は、

　　　　　・３５歳以下の若手研究者

　　　　　　　　　　　又は

　　　　　・民間企業及び大学等の研究者から構成されるグループ

　　　

　　　であることも必要
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○　情報通信審議会等の答申に基づき、情報通信技術の　中で
特に重点的に取り組むべき研究領域（特定領域）の　研究開発
課題を重視

制度の概要（８）制度の概要（８）

【配分方針】

○　情報通信審議会等の答申に基づき、情報通信技術の中で　
　特に重点的に取り組むべき研究領域（特定領域）の研究開発
　課題を重視

○　情報通信審議会等の答申に基づき、情報通信技術の　中
で特に重点的に取り組むべき研究領域（特定領域）の　研究開
発課題を重視

○　産学官連携による研究開発や若手研究者が行う研究開発　
　の推進、国際標準の獲得といった政策のプライオリティを勘案
　しつつ、総務省がプログラム毎の配分方針を決定

○　情報通信審議会等の答申に基づき、情報通信技術の　中で
特に重点的に取り組むべき研究領域（特定領域）の　研究開発
課題を重視

○　個別課題に対する配分方針については、外部有識者により
　構成される評価委員による書面評価の結果をもとに、総務省　
　がプログラムオフィサーの意見を踏まえて採択課題及びどの　
　課題にどの程度の配分を行うか立案し、評価委員会へ提出

○　総務省は、評価委員会の審査結果を踏まえ配分額を最終　
　的に決定
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特定領域重点型研究開発

研究主体育成型研究開発

プログラム名

３年以内

３年以内

研究期間

２０００万円

（若手向け）

１０００万円
（産学官向け）

５０００万円

年間研究費

国際技術獲得型研究開発 ５０００万円

５年以内

３年以内

採択
件数

各領域毎に
数件程度

制度の概要（９）制度の概要（９）

【年間研究費額・研究開発期間等】

※特定領域重点型のプログラムについては、年間研究費、研究期間がこれと一部異なるものがある。

※研究費のほか、間接経費として研究費の３０％を別途配分。

プログラム名 研究期間年間研究費
採択
件数

特定領域重点型研究開発

研究主体育成型研究開発

３年以内

３年以内

２０００万円

（若手向け）

１０００万円
（産学官向け）

５０００万円

国際技術獲得型研究開発 ５０００万円

５年以内

３年以内

各領域毎に
数件程度
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特定領域重点型研究開発

研究主体育成型研究開発

プログラム名

３．３年

２．９年

研究期間

１４９７万円

（若手向け）

　８１２万円
（産学官向け）

４７０９万円

年間研究費

国際技術獲得型研究開発 ３２５６万円

５．０年

３．０年

制度の概要（１０）制度の概要（１０）

【１課題当たり平均年間研究費額と平均研究開発期間】

プログラム名 研究期間年間研究費

特定領域重点型研究開発

研究主体育成型研究開発

３．３年

２．９年

１４９７万円

（若手向け）

　８１２万円
（産学官向け）

４７０９万円

国際技術獲得型研究開発 ３２５６万円

５．０年

３．０年
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制度の概要（１１）制度の概要（１１）

【運営方法】

　○　公募の周知・広報活動

　　総務省及び地方総合通信局が中心となり、次のとおり実施

　　　・　公募説明会の開催（全国１２ヶ所）

　　　・　各大学等へ対しパンフレット、ポスターの送付

　　　・　提案者からの問合せへの対応

　　　・　ホームページ上へ提案要領、申請書様式の掲載

　　　・　公募開始の報道発表の実施

　　　・　学会事務局への周知広報の依頼　　　等
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制度の概要（１２）制度の概要（１２）

【運営方法】

　　○　審査（課題評価）

　　・　研究課題の評価は、評価実施指針等に基づき、「採択評価」、
　　　「継続（中間）評価」及び「事後評価」を実施

　　・　課題評価は、外部専門家により構成される評価委員が実施

　　・　ピアレビューによる評価と評価委員会による評価で構成され
　　　る２段階評価システムを導入（採択評価時）

　　・　ピアレビューアーの選任等はプログラムオフィサー等の知見
　　　を活用しつつ実施

　　・　評価委員による書面評価結果をもとに、総務省がプログラ　
　　　ムオフィサーの意見を踏まえて採択課題候補、資金配分案を
　　　立案し、評価委員会へ資料を提出

　　・　総務省は評価委員会の審査結果を踏まえ、採択課題及び　
　　　資金配分額を最終的に決定
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○　資金交付

　・　採択課題決定後、提案者の所属する研究機関と総務省の
　　間で研究委託契約を締結

　・　委託先が希望する場合、契約後に研究資金の概算払いを
　　行う

制度の概要（１３）制度の概要（１３）

　

　

【運営方法】

○　資金交付

　・　採択課題決定後、提案者の所属する研究機関と総務省の
　　間で研究委託契約を締結

　・　委託先が希望する場合、契約後に研究資金の概算払いを
　　行う

○　資金交付

　・　採択課題決定後、提案者の所属する研究機関と総務省の
　　間で研究委託契約を締結

　・　委託先が希望する場合、契約後に研究資金の概算払いを
　　行う

○　進捗把握

　・　年度末に行う継続評価（または中間評価）資料等により毎
　　年度の進捗状況により把握

　・　経費が適正に使用されているかどうかをより厳密にチェッ
　　クするため、今年度より各地方総合通信局が主体となり経
　　費検査を実施する予定
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制度の概要（１４）制度の概要（１４）

【評価時期／評価方法】

３月　　４月　　５月　　６月　　　７月　　　　８月　　　　　　　９月　　１０月　１１月　１２月　　１月　　２月　　３月　　４月
平成１６年平成１５年

新
規
課
題
の
公
募
開
始

専
門
評
価
（
ピ
ア
レ
ビ
ュ
ー
）

公
募
締
切

総
合
評
価
（
書
面
評
価
）

総
合
評
価
（
合
議
審
査
）

採
択
課
題
等
の
通
知

研
究
開
発
の
開
始

継
続
提
案

継
続
評
価

研
究
の
継
続

研究者が提案書
を提出

※公募領域等に
ついては評価委
員会の意見を踏
まえ総務省が予
め決定

提案課題の
研究領域の
専門家によ　
る技術を中　
心とした書　
面評価

委託研究（継続）
契約の締結

※概算払希望先
へ委託費を支出

委託研究（継続）
契約の締結

※概算払希望先
へ委託費を支出

評価委員会
からの報告
に基づき、
総務省が採
択課題を決
定

総合評価
（書面評価）
の結果、上
位となった
課題を中心
に審査

専門評価の
結果、一定
数に絞りこ
まれた課題
に対して行
う総合評価
（書面評価）

プログラムオフィサーの知見を活用
しつつ、総務省が評価者を選任

書面評価の結果をもとに、総務省
がプログラムオフィサーの意見を踏
まえて採択課題候補等を立案
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制度の概要（１５）制度の概要（１５）

【評価の流れ】

採
択
評
価

継
続
評
価

事
後
評
価

中
間
評
価

研
究
開
発
開
始

次
年
度
研
究
開
発
開
始

研究開発
終了

no

yes

※該当年度のみ
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戦略的情報通信研究開発推進制度

成果等に係る評価の結果
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成果等に係る評価の結果（１）成果等に係る評価の結果（１）

【実施方法】

　外部有識者・外部専門家から構成される、戦略的情報通信研究
開発推進制度評価委員会委員が行った平成１４年度採択課題に
対する継続評価結果、および制度概要等について総務省がとり
まとめた資料について、評価委員会委員に送付して評価を依頼。
その評価結果及びプログラムオフィサーの意見を踏まえて総務省
が実施
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成果等に係る評価の結果（２）成果等に係る評価の結果（２）

【応募件数・採択件数等】

１０％

１０％
１７％

５％

１７％

９８３件３０件国際技術獲得型研究開発

３２４
８９

２３５

１６件
１１件

５件

１６７件
６５件

１０２件

研究主体育成型研究開発
　　① 若手先端IT研究者育成型研究開発

　　② 産学官連携先端技術開発

３８９２６件１５５件特定領域重点型研究開発
　　

１３％

採択率

８１１４５件３５２件合　　計

契約額
（百万円）

採択件数応募件数プログラム名
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成果等に係る評価の結果（３）成果等に係る評価の結果（３）

【研究性格別課題件数】

６件３０件１４件合　　計

０件３件０件国際技術獲得型研究開発

３件
３件

０件

１１件
６件

５件

４件
３件

１件

研究主体育成型研究開発
　　① 若手先端IT研究者育成型研究開発

　　② 産学官連携先端技術開発

３件１６件１０件特定領域重点型研究開発

開発研究応用研究基礎研究プログラム名

※２つの研究領域にまたがる課題については各々１件とした
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成果等に係る評価の結果（４）成果等に係る評価の結果（４）

【研究成果】

５件

（６件）

１４件

（１２９件）
７件

（４６件）

７件

（８３件）

３件

（１３９件）

０件

（４件）

１０件

（１１４件）
６件

（５２件）

４件

（６２件）

１１８件

（４１０件）

１７件

（５５件）

２１件

（８３件）

２件

（８件）
国際技術獲得型研究開発

０件

（１件）
０件

（０件）

０件

（１件）

６３件

（３１８件）
３０件

（１２９件）

３３件

（１８９件）

４１件

（１５２件）
２７件

（６６件）

１４件

（８６件）

研究主体育成型研究開発
　　

　　① 若手先端IT研究者育成型研究開発

　

　　② 産学官連携先端技術開発

２件

（８件）

１８９件

（７５６件）

７０件

（３５５件）
特定領域重点型研究開発
　　

プログラム名 特許出

願件数

被引用

論文数

２２件
（２７４件）

１２８件
（５２８件）

１９件
（６４件）

２７３件
（１１５７件）

１１３件
（５１５件）

合　　計

標準化

提案数

論文掲載

件数

対外発表

件数

※　（）内は研究開発終了時の見込数
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成果等に係る評価の結果（５）成果等に係る評価の結果（５）

【継続評価結果】

３．９

３．３

３．２

３．６

３．８３．６３．５国際技術獲得型研究開発

３．４

３．４

３．５

３．４

３．５

３．５

研究主体育成型研究開発
　　① 若手先端IT研究者育成型研究開発

　　② 産学官連携先端技術開発

３．６３．６３．７特定領域重点型研究開発

評価項目

研究開発の実
施体制（役割・
責任分担及び
資金管理面）

総合評価

今後の実施計
画・資金計画
及び最終的な
達成目標の明
確な設定

目標の達成状
況及び進捗状
況

プログラム名

※継続評価は、１課題につき５人の評価者が絶対評価（５段階評価）により実施

　上表は５人の評価者の平均点を示した
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＜研究成果創出に向けた適切な進捗管理＞

　　　今後も引き続き研究開発の進捗状況について注意を払っていく　　

＜事後評価結果の制度設計への反映＞

　　　今後実施予定の事後評価結果を踏まえた制度設計を実施　　　

＜審議会答申等を踏まえた研究領域の設定＞

　　　審議会答申内容等の見直しに対応した研究領域を設定

＜募集開始／資金交付時期の早期化＞

　　　来年度以降も引き続き募集開始時期・資金交付開始時期スケジュールの前倒しを実施

＜研究配分資金の確保＞

　　　採択件数確保に向け、予算の獲得に向けて積極的に取り組む

成果等に係る評価の結果（６）成果等に係る評価の結果（６）

全体として、現時点における研究成果の創出状況は当初
想定を上回っている。

全体的に見て、現時点における研究開発の進捗、成果の
創出状況は良好

（今後の留意事項）

【評価結果】


